
2027年２月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕(連結)
2026年７月15日

上 場 会 社 名 株式会社東京衡機 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 7719 URL https://tk100.jp

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 小塚 英一郎

問合せ先責任者 (役職名) 取締役財務管掌 (氏名) 伊集院 功 (TEL) 050-3529-6502

配当支払開始予定日 ―

決算補足説明資料作成の有無 ：無

決算説明会開催の有無 ：無

(百万円未満切捨て)

１．2027年２月期第１四半期の連結業績（2026年３月１日～2026年５月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年２月期第１四半期 1,227 47.2 141 431.0 131 678.2 57 599.4

2026年２月期第１四半期 833 4.1 26 83.6 16 △6.5 8 △68.1
(注)包括利益 2027年２月期第１四半期 81百万円( 891.3％) 2026年２月期第１四半期 8百万円( △68.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年２月期第１四半期 8.08 7.67

2026年２月期第１四半期 1.16 1.13

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年２月期第１四半期 5,350 1,988 33.1
2026年２月期 5,037 1,902 34.0
(参考) 自己資本 2027年２月期第１四半期 1,771百万円 2026年２月期 1,711百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年２月期 ― ― ― 0.00 0.00

2027年２月期 ―

2027年２月期(予想) ― ― 0.00 0.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年２月期の連結業績予想（2026年３月１日～2027年２月28日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,841 54.2 207 ― 226 ― 159 ― 22.29

通期 5,392 20.5 336 119.7 352 123.7 235 76.0 32.94
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社 （社名） ― 、除外 ―社 （社名） ―

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年２月期１Ｑ 7,167,791株 2026年２月期 7,159,791株

② 期末自己株式数 2027年２月期１Ｑ 3,066株 2026年２月期 3,056株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年２月期１Ｑ 7,160,062株 2026年２月期１Ｑ 7,130,785株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については添付資料P．４「１．経営成績等の概
況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。



株式会社東京衡機(7719) 2027年２月期 第１四半期決算短信

- 1 -

○添付資料の目次

１．経営成績等の概況 ………………………………………………………………………………………………２

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況 ………………………………………………………………２

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況 ………………………………………………………………３

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ………………………………………………………４

２．四半期連結財務諸表及び主な注記 ……………………………………………………………………………５

（１）四半期連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………５

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ………………………………………………７

四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………７

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………７

四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………８

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………８

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………９

（継続企業の前提に関する注記） ……………………………………………………………………………９

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ……………………………………………………９

（未適用の会計基準） …………………………………………………………………………………………９

（四半期連結貸借対照表に関する注記） ……………………………………………………………………９

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記） ………………………………………………………………10

（収益認識関係） ………………………………………………………………………………………………10

（セグメント情報等の注記） …………………………………………………………………………………11

（重要な後発事象） ……………………………………………………………………………………………12



株式会社東京衡機(7719) 2027年２月期 第１四半期決算短信

- 2 -

１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間（2026年３月１日～2026年５月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善

や企業収益の回復を背景に設備投資は底堅く推移した一方、地政学的リスク、資源価格・原材料価格の高止まり、

為替相場の変動などにより、依然として先行き不透明な状況が続きました。

このような経営環境のもと、当社グループは、創業100年超にわたり培ってきた試験・計測技術を基盤に、CAE

（Computer Aided Engineering）・AI・デジタルツイン技術との融合を推進し、従来の製品販売型ビジネスから、

高付加価値なソリューション提供型ビジネスへの転換を進めております。また、グループ各社の技術・人材・顧客

基盤を有機的に連携させることで、持続的な利益成長と企業価値の向上に取り組んでおります。当社グループの主

力事業である当社創業以来の試験機事業を行う㈱東京衡機試験機においては、自動車、鉄鋼、鉄道、産業機器、官

公庁・研究機関など幅広い分野において、安全性・品質保証に不可欠な試験機の需要が堅調に推移しました。当社

グループは、開発・設計から製造、据付、保守・校正まで一貫して提供できるワンストップソリューションを強み

としております。さらに、CAE（Computer Aided Engineering）ソフトウェアの開発およびその受託解析・開発業

務を行っている㈱先端力学シミュレーション研究所（以下、「ASTOM R&D社」といいます。）との連携により、CAE

解析やデジタルツイン技術を活用した高付加価値提案を推進した結果、受注・売上ともに堅調に推移いたしまし

た。

また、試験機事業の持分法適用関連会社である㈱ZR東京衡機サービスにつきましては、同社の親会社である㈱ツ

ビックローエルと戦略的な連携を深め、当社グループの試験機のメンテナンスサービスのほか、ZwickRoell SE社

製品の日本市場での安定したストック型収益基盤の拡充に努めております。

エンジニアリング事業を行う㈱東京衡機エンジニアリングにおいては、一部主要顧客の設備投資計画変更の影響

を受けたものの、高速道路・橋梁・電力設備など社会インフラ分野を中心に引合いは引き続き堅調に推移しており

ます。また、ゆるみ止め製品や電力ばね等の高付加価値製品について、新規販売ルートの開拓や市場シェア拡大に

向けた営業活動を継続し、中長期的な収益基盤の強化に取り組んでおります。

デジタル事業では、ASTOM R&D社が有するCAE解析技術、AI技術およびシミュレーション技術を活用し、試験機事

業とのシナジー創出を推進しております。既存顧客への深耕営業に加え、新規顧客の獲得やソリューション提案の

拡充を進めた結果、収益基盤の強化が着実に進展しております。今後もデジタルツイン技術やAI代理モデル技術な

どの高度化を図り、半導体・電子部品を中心とするEV関連領域・ドローン領域・金属積層造形など新製造技術領域

といった将来性の高い新技術分野・事業領域への投資を継続し、試験機とデジタル技術を融合した新たな付加価値

の創出を通じ、グループ全体の成長を牽引する事業として育成してまいります。

当第１四半期連結累計期間は、試験機事業につきましては、各種材料の評価試験、動力・性能試験等の各分野に

おける業界トップレベルの品揃えを強みに、開発・設計・生産からメンテナンス・校正まで、技術と実績に裏付け

られたワンストップソリューションを提供するとともに、ASTOM R&D社と連携し実測（リアル）データと仮想（バ

ーチャル）データをデジタルツイン技術でコラボレーションすること等の提案も行い、自動車、鉄鋼、鉄道、産業

機器等のメーカーや各種研究機関、学校、官公庁など幅広いユーザーからご支持をいただくことができました。

エンジニアリング事業につきましては、公共工事や都市開発、エネルギー関係を中心にゆるみ止め製品は高評価

をいただいておりますが、主要取引先の設備投資計画変更の影響を受け、受注及び販売の足元の状況は芳しくあり

ませんが、引合いは増えてきており、今後の売上巻き返しに向け、積極的・効率的に営業展開しております。

デジタル事業につきましては、当社グループの試験機とCAE・AIを融合した開発や事業創出などのシナジー事業

の拡大を進めているほか、主要顧客である自動車業界への営業力強化や展示会・WEBセミナー等広告宣伝の強化に

より、既存顧客への増販や新規顧客の獲得など、受注拡大につながってきております。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、試験機事業を中心とした堅調な受注環境に加え、デジタル事

業の成長およびグループ各社の収益改善施策が奏功したことから、売上高は1,227,103千円（前年同期比47.2%

増）、経常利益は131,749千円（前年同期比678.2%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は57,825千円（前年

同期比599.4%増）となり、いずれも前年同期を大きく上回る結果となりました。今後も高付加価値製品・サービス

の提供、デジタル技術との融合およびグループシナジーの最大化を通じて、持続的な成長と中長期的な企業価値の

向上を目指してまいります。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

① 試験機事業

試験機事業では、重工業・鉄鋼・自動車、鉄道、産業機器、官公庁・研究機関等を中心とした設備投資需要を背

景に、各種材料試験機、性能試験機等の受注が堅調に推移いたしました。

当社グループは、開発・設計から製造、据付、保守・校正までを一貫して提供できるワンストップソリューショ

ンを強みとしており、ASTOM R&D社が有するCAE解析技術やAI技術との連携による高付加価値提案も進展しておりま

す。

また、生産拠点である相模原工場・豊橋工場の連携強化による生産性向上や原価低減への取組みも収益改善に寄

与し、売上高・営業利益ともに前年同期を上回りました。

以上の結果、試験機事業の売上高は884,226千円（前年同期比27.2%増）、営業利益は174,449千円（前年同期比

40.0%増）となりました。

② エンジニアリング事業

エンジニアリング事業では、高速道路、橋梁、電力設備等の社会インフラ分野を中心として、ゆるみ止めナット

および電力ばね等の高付加価値製品の販売に取り組みました。

当第１四半期連結累計期間においては、一部主要顧客の設備投資計画変更の影響を受け、前年同期比では減収・

減益となりましたが、社会インフラ分野を中心とした引合いは引き続き堅調に推移しており、新規販売ルートの開

拓や市場シェア拡大に向けた営業活動を継続しております。

また、収益性を重視した営業活動や原価低減への取組みを推進し、中長期的な収益基盤の強化に努めておりま

す。

以上の結果、エンジニアリング事業の売上高は72,128千円（前年同期比45.8%減）、営業損失は9,542千円（前年

同期は18,376千円の営業利益）となりました。

③ デジタル事業

デジタル事業は、ASTOM R&D社が有するCAE解析技術、AI技術およびシミュレーション技術を活用し、試験機事業

とのシナジー創出を推進しております。

自動車業界をはじめとする主要顧客への営業活動を強化するとともに、展示会やWebセミナー等を通じた新規顧客

開拓にも注力いたしました。

また、試験機による実測データとCAE解析を融合したデジタルツインソリューションなど、高付加価値分野への展

開を進め、グループ全体の技術競争力向上に取り組んでおります。

業績面は、当期から通常の12か月決算となり、売上高850百万円、営業利益47百万円と増収・増益の計画ですが、

１月から３月までの期間は従来から売上・利益の集中する期間であり、売上高は計画を下回りましたが、原価や販

管費の抑制により、営業利益は計画を上回る結果となりました。

以上の結果、デジタル事業の売上高は281,609千円（前年同期は該当なし）、営業利益は118,220千円（前年同期

は該当なし）となりました。なお、前期期中より新設した報告セグメントのため、前年同期比較は記載しておりま

せん。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

当第１四半期連結会計期間末における総資産は5,350,085千円となり、前連結会計年度末に比べ312,842千円増加

いたしました。

流動資産は3,903,325千円となり、前連結会計年度末に比べ248,799千円増加いたしました。これは主に現金及び

預金の増加486,021千円、受取手形及び売掛金の減少447,039千円、仕掛品の増加111,841千円等によるものです。

固定資産は1,443,568千円となり、前連結会計年度末に比べ60,851千円増加いたしました。これは主に建設仮勘

定の増加63,495千円によるものです。

繰延資産は3,191千円となり、前連結会計年度末に比べ3,191千円増加いたしました。これは社債発行費の計上に

よるものです。
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流動負債は1,851,162千円となり、前連結会計年度末に比べ255,465千円増加いたしました。これは主に支払手形

及び買掛金の減少125,162千円、未払費用の増加58,724千円、契約負債の増加326,544千円等によるものです。

固定負債は1,510,267千円となり、前連結会計年度末に比べ28,803千円減少いたしました。これは主に社債の増

加80,000千円、長期借入金の減少110,316千円等によるものです。

純資産は1,988,654千円となり、前連結会計年度末に比べ86,180千円増加いたしました。これは主に利益剰余金

の増加57,825千円、非支配株主持分の増加23,944千円等によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

今後の見通しにつきましては、原材料価格やエネルギー価格の動向、地政学的リスク、為替相場の変動など先行

き不透明な状況が続くものと想定しております。

一方で、当社グループを取り巻く市場環境は、社会インフラの更新需要、AI・半導体関連投資、データセンター

投資、EV関連投資などを背景に、中長期的には堅調な需要が継続するものと見込んでおります。

当社グループは、試験機事業を中心とした安定した収益基盤に加え、ASTOM R&D社との連携によるデジタルソリ

ューション事業を成長ドライバーと位置付け、新中期経営計画に基づき、高付加価値化、収益性向上および資本効

率の改善を推進してまいります。

また、グループシナジーの最大化、研究開発投資、人材育成への継続的な投資を通じて、持続的な利益成長と企

業価値向上を実現し、株主・お客様・お取引先・従業員をはじめとするすべてのステークホルダーの皆様のご期待

に応えてまいります。

なお、現時点において2027年２月期の連結業績予想につきましては、2026年４月14日付公表の「2026年２月期

決算短信〔日本基準〕 （連結）」に記載の業績予想から変更ありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,278,494 1,764,515

受取手形及び売掛金（純額） 981,087 534,048

電子記録債権（純額） 78,030 153,700

商品及び製品 308,800 342,087

仕掛品 775,392 887,234

原材料及び貯蔵品 133,457 139,205

その他 99,262 82,532

流動資産合計 3,654,525 3,903,325

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 91,121 85,385

機械装置及び運搬具（純額） 11,260 11,242

工具、器具及び備品（純額） 54,650 54,337

土地 755,102 755,102

建設仮勘定 14,310 77,805

有形固定資産合計 926,444 983,872

無形固定資産

のれん 121,907 119,419

ソフトウエア 4,493 4,093

顧客関連資産 40,139 39,320

その他 1,074 1,049

無形固定資産合計 167,615 163,883

投資その他の資産

投資有価証券 93,691 90,994

保険積立金 15,953 15,953

繰延税金資産 110,939 118,786

差入保証金 52,590 54,594

その他 15,482 15,482

投資その他の資産合計 288,657 295,812

固定資産合計 1,382,717 1,443,568

繰延資産

社債発行費 - 3,191

繰延資産合計 - 3,191

資産合計 5,037,242 5,350,085
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 285,660 160,497

電子記録債務 467,693 443,426

1年内返済予定の長期借入金 361,288 374,383

リース債務 6,952 6,688

1年内償還予定の社債 10,000 25,000

未払法人税等 20,174 45,193

未払消費税等 56,681 40,912

未払金 48,869 43,852

未払費用 78,019 136,743

前受金 243 243

契約負債 167,492 494,037

賞与引当金 72,045 59,871

その他 20,576 20,310

流動負債合計 1,595,697 1,851,162

固定負債

社債 - 80,000

長期借入金 999,480 889,164

リース債務 17,870 15,789

再評価に係る繰延税金負債 152,880 152,880

繰延税金負債 14,194 13,910

退職給付に係る負債 320,626 324,485

資産除去債務 34,020 34,038

固定負債合計 1,539,071 1,510,267

負債合計 3,134,768 3,361,430

純資産の部

株主資本

資本金 502,626 503,838

資本剰余金 106,881 108,093

利益剰余金 758,439 816,265

自己株式 △3,855 △3,861

株主資本合計 1,364,092 1,424,336

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 601 613

土地再評価差額金 346,323 346,323

その他の包括利益累計額合計 346,925 346,937

新株予約権 78,682 80,661

非支配株主持分 112,775 136,719

純資産合計 1,902,474 1,988,654

負債純資産合計 5,037,242 5,350,085
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年３月１日
至 2025年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年５月31日)

売上高 833,476 1,227,103

売上原価 516,274 710,252

売上総利益 317,201 516,850

販売費及び一般管理費 290,618 375,688

営業利益 26,582 141,162

営業外収益

受取利息及び配当金 55 774

持分法による投資利益 2,450 -

為替差益 45 -

その他 713 1,580

営業外収益合計 3,265 2,355

営業外費用

支払利息 4,094 6,584

融資手数料 6,930 -

社債発行費償却 - 168

持分法による投資損失 - 2,857

為替差損 - 53

その他 1,894 2,105

営業外費用合計 12,918 11,768

経常利益 16,929 131,749

特別利益

貸倒引当金戻入額 600 239

特別利益合計 600 239

特別損失

固定資産除却損 - 1,991

訴訟関連費用 10,859 4,000

特別損失合計 10,859 5,991

税金等調整前四半期純利益 6,669 125,996

法人税、住民税及び事業税 8,530 52,350

法人税等調整額 △10,128 △8,125

法人税等合計 △1,598 44,225

四半期純利益 8,267 81,770

非支配株主に帰属する四半期純利益 - 23,944

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,267 57,825
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年３月１日
至 2025年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年５月31日)

四半期純利益 8,267 81,770

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △17 12

その他の包括利益合計 △17 12

四半期包括利益 8,249 81,783

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,249 57,838

非支配株主に係る四半期包括利益 - 23,944
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（未適用の会計基準）

（リース会計に関する会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準指針第33号 2024年９月13日 会計基準委員会）等

１．概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組の一環として、借手の全て

のリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏ま

えた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16

号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、か

つ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準

等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイ

ナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産

に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

２．適用予定日

2029年２月期の期首から適用します。

３．当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
(2026年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年５月31日)

流動資産 1,117千円 708千円

投資その他の資産 257,496千円 257,257千円

※２．受取手形割引高及び電子記録債権割引高

前連結会計年度
(2026年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年５月31日)

受取手形割引高 16,015千円 ―千円

電子記録債権割引高 24,368千円 ―千円

※３．四半期連結会計期間末日満期電子記録債権等の会計処理

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処理して

おります。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形等が、当第１四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

前連結会計年度
(2026年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年５月31日)

受取手形及び売掛金（純額） ―千円 20,350千円

電子記録債権（純額） 1,278千円 10,496千円

電子記録債務 114,414千円 128,225千円
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（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 2025年３月１日
至 2025年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2026年３月１日
至 2026年５月31日）

減価償却費 6,485千円 8,684千円

のれんの償却額 ―千円 2,487千円

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自 2025年３月１日 至 2025年５月31日）

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計試験機
事業

エンジニア
リング事業

デジタル
事業

計

試験機製品 470,632 ― ― 470,632 ― 470,632

試験機修理 201,939 ― ― 201,939 ― 201,939

その他の試験機 22,638 ― ― 22,638 ― 22,638

締結部材 ― 133,130 ― 133,130 ― 133,130

その他 ― ― ― ― 3,375 3,375

顧客との契約から生じる収益 695,209 133,130 ― 828,340 3,375 831,715

その他の収益（注）２ ― ― ― ― 1,761 1,761

外部顧客への売上高 695,209 133,130 ― 828,340 5,136 833,476

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、持分法適用会社からの管理業

務料と当社相模原工場の一部敷地を貸与したことによる賃料収入であります。

２．「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）の適用範囲に含まれる不

動産賃貸収入であります。
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当第１四半期連結累計期間（自 2026年３月１日 至 2026年５月31日）

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計試験機
事業

エンジニア
リング事業

デジタル
事業

（注）３
計

試験機製品 665,820 ― ― 665,820 ― 665,820

試験機修理 193,892 ― ― 193,892 ― 193,892

その他の試験機 24,513 ― ― 24,513 ― 24,513

締結部材 ― 72,128 ― 72,128 ― 72,128

商品販売売上 ― ― 8,333 8,333 ― 8,333

商品販売保守売上 ― ― 23,047 23,047 ― 23,047

受託開発売上 ― ― 213,601 213,601 ― 213,601

その他デジタル売上 ― ― 23,666 23,666 ― 23,666

その他 ― ― ― ― 300 300

顧客との契約から生じる収益 884,226 72,128 268,649 1,225,003 300 1,225,303

その他の収益（注）２ ― ― ― ― 1,800 1,800

外部顧客への売上高 884,226 72,128 268,649 1,225,003 2,100 1,227,103

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、持分法適用会社からの管理業

務料と当社相模原工場の一部敷地を貸与したことによる賃料収入であります。

２．「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）の適用範囲に含まれる不

動産賃貸収入であります。

３．2025年３月31日付で、㈱先端力学シミュレーション研究所の株式の過半数を取得したことにより、「デジ

タル事業」を新たに報告セグメントに追加しております。なお、前第１四半期連結累計期間においては、同

社の貸借対照表のみを連結しており、四半期連結損益計算書に同社の業績は含まれておりません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2025年３月１日 至 2025年５月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

試験機
事業

エンジニア
リング事業

デジタル
事業

計

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

695,209 133,130 ― 828,340 5,136 833,476 ― 833,476

(2)セグメント間
の内部売上高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 695,209 133,130 ― 828,340 5,136 833,476 ― 833,476

セグメント利益 124,645 18,376 ― 143,022 5,136 148,158 △121,575 26,582

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、持分法適用会社からの管理業務料

と当社相模原工場の一部敷地を貸与したことによる賃料収入であります。

２．セグメント利益の調整額△121,575千円は、当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２ 報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の取得による資産の著しい増加）

第１四半期連結会計期間において、当社は㈱先端力学シミュレーション研究所の株式の過半数を取得し、同社を

連結の範囲に含め、「デジタル事業」を新たに追加しております。これにより、前連結会計年度の末日に比べ、

「デジタル事業」のセグメント資産の金額が682,346千円増加しております。

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「デジタル事業」において、㈱先端力学シミュレーション研究所の株式の過半数を取得し、同社を連結の範囲に

含めたことに伴い、のれんが発生しております。

なお、当該事象によるのれんの増加額は、第１四半期連結会計期間において、129,371千円であります。

当第１四半期連結累計期間(自 2026年３月１日 至 2026年５月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

試験機
事業

エンジニア
リング事業

デジタル
事業

計

売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

884,226 72,128 268,649 1,225,003 2,100 1,227,103 ― 1,227,103

(2)セグメント間
の内部売上高

― ― 12,960 12,960 ― 12,960 △12,960 ―

計 884,226 72,128 281,609 1,237,963 2,100 1,240,063 △12,960 1,227,103

セグメント利益
又は損失（△）

174,449 △9,542 118,220 283,126 2,100 285,226 △144,064 141,162

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、持分法適用会社からの管理業

務料と当社相模原工場の一部敷地を貸与したことによる賃料収入であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△144,064千円は、主に当社の総務・経理部門等の管理部門に係る

費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントの変更等に関する事項

前第１四半期連結累計期間において、㈱先端力学シミュレーション研究所の株式の過半数を取得し、同社を子会

社化したことに伴い、「デジタル事業」を報告セグメントに追加しております。なお、前第１四半期連結累計期間

のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成しておりますが、同社の株式取得日が2025年３

月31日であり、かつ当社と被取得企業の四半期連結決算日の差異が３か月を超えないことから、前第１四半期連結

累計期間においては、貸借対照表のみを連結しておりました。このため、前第１四半期連結累計期間の四半期連結

損益計算書に同社の業績は含まれておりません。

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

当社は、2026年４月22日開催の臨時取締役会において、当社のコンプライアンスに関する内部通報事案（人事対

応および再発防止策の適切性に関するもの）に関して、外部の有識者を含めて構成する調査委員会を設置する決議

をしており、2026年６月15日に調査委員会の委員を選定しております。


